
H30 R1 R2 R3 R4 R5
なし

7,130 6,076 - 6,556
6,076人 人 人 人 人

（令和元年度）

なし

100.0 100.0 100.0 100.0 100
％ ％ ％ ％ ％

（平成30年度）

なし

100.5 96.9 100.5 - 95
％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

なし

23 12 19 23 21
人 人 人 人 人

（令和2年度）

972 809 881 972 850
薬局 薬局 薬局 薬局 薬局

（令和2年度）

達成見込
見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

○病院実地指導時の医療提供体
制の確認及び助言
○措置入院患者等、退院後に支
援が必要とされる方のための退
院後支援計画の作成及び計画に
基づく支援の強化
○医療保護入院者の退院促進に
関する措置に基づく運用状況に
ついて、確認及び助言の強化 Ｓ Ｂ 疾病対策課3 1 5

精神疾患医療 精神病床における慢
性期（１年以上）入
院患者数

　　平成26年
　　　7,349人
　　　　↓
　　令和2年
　　　6,556人

○病院実地指導時の医療提供体
制の確認及び助言
○措置入院患者等、退院後に支
援が必要とされる方のための退
院後支援計画の作成及び計画に
基づく支援の強化
○医療保護入院者の退院促進に
関する措置に基づく運用状況に
ついて、確認及び助言の強化

医療整備課3 2 2

災害時医療 災害拠点病院におけ
るＢＣＰの策定割合

　　平成28年度
　　　22.2％
　　　　↓
　　平成30年度
　　　100％

○実践的な訓練等を通じ、ＢＣ
Ｐの検証

○実践的な訓練等を通じ、ＢＣ
Ｐの検証

Ｓ Ｃ

医療整備課3 2 3

周産期医療 災害時小児周産期リ
エゾン指定者数

　　平成29年度
　　　　3人
　　　　↓
　　令和5年度
　　　 21人

〇災害時小児周産期医療体制整
備事業の推進

〇災害時小児周産期医療体制整
備事業の推進

Ｓ Ｃ

〇周産期医療施設運営費の一部
補助
〇産科医等手当支給支援事業、
新生児救急担当医手当支給支援
事業による手当の一部補助

〇周産期医療施設運営費の一部
補助
〇産科医等手当支給支援事業、
新生児救急担当医手当支給支援
事業による手当の一部補助

Ｓ Ａ 医療整備課3 2 3

周産期医療 県内の出生数に対す
る分娩取扱数の割合

　　平成28年
　　　 95％
　　　　↓
　　令和5年
　　　 95％

○埼玉県薬剤師会と協力して次
の事業を実施
・小児の在宅医療に対応可能な
薬剤師・薬局の育成
・認知症対応薬局の推進事業
・ポリファーマシー対策事業
・在宅医療における多職種連携
事業
・緩和医療ガイドブックの作成

実地開催の研修会をWEB形式に変
更して実施した。

Ｓ Ｃ 薬務課3 3 1

在宅医療の推進 在宅患者調剤加算算
定薬局数

　　平成28年度
　　　640薬局
　　　　↓
　　令和2年度
　　　760薬局
　　　　↓
　　令和5年度
　　　850薬局

○埼玉県薬剤師会と協力して次
の事業を実施
・がん薬物療法対応薬局の推進
・入退院時患者情報提供フォー
マットを活用したモデル事業
・在宅医療における多職種連携
事業
・無菌調剤対応可能な薬局の
マップ作成
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資料１－２
Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

資料１－２
Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

81.3 78.6 81.3 ― 80.0

％ ％ ％ ％ ％以上

（令和元年度末）

63 63 63 63 63
市町村 市町村 市町村 市町村 市町村

（令和2年度）

勉強会、工場視察、ｾﾐﾅｰ等のｲﾍﾞ
ﾝﾄが中止された。

Ｓ Ａ 薬務課3 5 3

医薬品の適正使
用の推進

ジェネリック医薬品
の数量シェア

　　平成28年度末
　　　69.8％
　　　　↓
　　令和3年度末
　　  80.0％以上

○啓発用ﾘｰﾌﾚｯﾄを薬局、市町村
等に配布
○映画館CMの上映(MOVIXさいた
ま、12月25日～1月7日、51,008
人が視聴）
○後期高齢者医療広域連合が差
額通知を送付する際に、薬務課
作成のﾘｰﾌﾚｯﾄを添付

○「薬と健康の週間」において
薬局等でﾘｰﾌﾚｯﾄを患者に配布
○映画館CMの作成、上映
○地域薬剤師会等の会合に出向
いて勉強会を開催
○薬剤師等を対象にｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬
品製造ﾒｰｶｰ工場視察を実施
○全国健康保険協会埼玉支部と
共催でセミナーを開催し、その
内容を埼玉新聞１面に掲載
○志木市と連携し、市内のイベ
ント等で普及啓発
○後期高齢者医療広域連合が差
額通知を送付する際に、薬務課
作成のﾘｰﾌﾚｯﾄを添付

国保医療課6 4

国民健康保険の
運営

データヘルス計画に
基づく保健事業実
施・展開市町村数
（市町村国民健康保
険実施分）

　　平成28年度
　　　49市町村
　　　　↓
　　令和2年度
　　全63市町村

○令和２年度は多くの市町村で
データヘルス計画の中間評価を
実施する年度となっており、平
成30年度から令和２年度までの
事業評価・見直し等のため、国
保連合会と県で研修会を実施
し、令和５年度までの事業推進
に繋げた。

―

Ｓ Ｄ
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H30 R1 R2 R3 R4 R5

男 男 男
17.73 17.64 17.73 - 17.79

年 年 年 年 年

女 女 女
20.58 20.46 20.58 - 20.40

年 年 年 年 年

（令和元年）

男 男 男
73.10 - - - 73.24

年 年 年 年 年

女 女 女
74.67 - - - 76.83

年 年 年 年 年

（平成28年）

74.2 73.6 74.2 - 78.1
％ ％ ％ ％ ％

（令和元年度）

2,016 1,276 1,545 2,016 3,600
機関 機関 機関 機関 機関

（令和2年度末）

542 201 485 542 561
施設 施設 施設 施設 施設

（令和2年度）

部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

2 1 1

健康づくり対策 健康寿命（65歳に達
した人が「要介護2」
以上になるまでの期
間

　　平成27年
　　男　17.19年
　　女　20.05年
　　　　↓
　　令和5年
　　男　17.79年
　　女　20.40年

○健康長寿埼玉プロジェクトの
推進
○コバトン健康メニューの普及
○健康づくり協力店の普及促進
○受動喫煙防止対策の推進
○歯科口腔保健の推進
○特定健康診査受診率の向上の
促進

○健康長寿埼玉プロジェクトの
推進
○コバトン健康メニューの普及
○健康づくり協力店の普及促進
○受動喫煙防止対策の推進
○歯科口腔保健の推進
○特定健康診査受診率の向上の
促進

○特定健康診査の実施におい
て、実施延期や期間の短縮な
どにより実施率への影響が予測
される。

達成見込
見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課

Ａ Ｂ 健康長寿課

2 1 1

健康づくり対策 日常生活に制限のな
い期間の平均（年）

　　平成25年
　　男　71.39年
　　女　74.12年
　　　　↓
　　令和4年
　　男　73.24年
　　女　76.83年

2 1 2

歯科保健対策 12歳児でのう蝕のな
い者の割合の増加

　　平成27年度
　　　67.7％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　78.1％

○歯科保健推進事業の推進
○小･中学校等でのフッ化物洗口
を中心とする総合的なう蝕予防
対策の実施施設の拡大
○小児期からのう蝕予防の重要
性やフッ化物応用を理解しても
らうための研修会等を開催

○歯科保健推進事業の推進
○小･中学校等でのフッ化物洗口
を中心とする総合的なう蝕予防
対策の実施施設の拡大
○小児期からのう蝕予防の重要
性やフッ化物応用を理解しても
らうための研修会等を開催
○研修会は、集合型研修に加
え、ＷＥＢを活用したオンライ
ン研修の開催など、参加しやす
い環境を準備していく。

〇感染症拡大への懸念から、学
校等施設でのフッ化物洗口や歯
みがきの自粛が相次いだ。
　R3年度も同様と予想される
が、新規施設開始と中断施設の
再開を目指し関係者と協議を実
施する予定。

○健康長寿埼玉プロジェクトの
推進
○コバトン健康メニューの普及
○健康づくり協力店の普及促進
○受動喫煙防止対策の推進
○歯科口腔保健の推進
○特定健康診査受診率の向上の
促進

○健康長寿埼玉プロジェクトの
推進
○コバトン健康メニューの普及
○健康づくり協力店の普及促進
○受動喫煙防止対策の推進
○歯科口腔保健の推進
○特定健康診査受診率の向上の
促進

〇令和２年度に予定されていた
国民生活基礎調査の大規模調査
が中止となり、日常生活に制限
のない期間等基礎データが得ら
れなかった。
　なお、当該調査は令和３年度
に延期し実施予定である。

Ａ Ｂ 健康長寿課

Ａ Ａ 健康長寿課

2 1 2

歯科保健対策 生活習慣病（がん、
心疾患、脳卒中な
ど）、認知症に対応
可能な歯科医療機関
数

　　平成28年度
　　808機関
　　　↓
　　令和5年度
　　3,600機関

2 3 5

安全な食品の提
供

HACCPに基づく衛生管
理を行う施設数

　　平成28年度
　　 56施設
　　　　↓
　　令和3年度末
　　561施設（※）
（平成29～令和3年度
　累計）

※令和元年度の計画
変更により目標値を
修正

○歯科保健推進事業の推進
○各地域において、歯科と生活
習慣病･認知症との関連やその予
防に関する研修会を開催
○研修会は、各地域に合わせた
場所・会場を選定し、回数も増
加するなど、参加しやすい環境
を準備していく。

○歯科保健推進事業の推進
○各地域において、歯科と生活
習慣病･認知症との関連やその予
防に関する研修会を開催
○研修会は、集合型研修に加
え、ＷＥＢを活用したオンライ
ン研修の開催など、参加しやす
い環境を準備していく。
〇ＷＥＢを活用し、大学病院の
専門家等と連携したオンライン
診療補助等の実施について検討
する。

〇感染拡大及び長期化により、
ＷＥＢを活用したオンライン研
修が中心となることが予想され
る。

Ａ Ａ 健康長寿課

○食品等事業者向けHACCP講習会
の開催（1回）
○知識、情報の周知啓発のため
の各保健所実務講習会等の開催
（0回）
○（一社）埼玉県食品衛生協会
へのHACCP普及啓発事業の委託

○知識、情報の周知啓発のため
の各保健所実務講習会等の開催
（20回）
○（一社）埼玉県食品衛生協会
へのHACCP普及啓発事業の委託

〇新型コロナウイルス感染症の
影響により、講習会が開催でき
なかった。

Ａ Ｃ 食品安全課
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Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
部 章 節 節（施策）

指標
（数値目標）

令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響
最新値

（令和3年3月末現在）
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

男 男 男 男 男

51.1 - 51.1 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

女 女 女 女 女

43.7 - 43.7 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

男 男 男 男 男

47.4 - 47.4 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

女 女 女 女 女

40.9 - 40.9 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

46.0 - 46.0 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

※過去2年間の受診率

なし

47 65 78 47 70
人 人 人 人 人

（令和2年）

なし

2.0 1.9 2.0 - 2.0
％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

がん医療 肺がん検診受診率

　　平成28年
　　男　48.0％
　　女　38.7％
　　　　↓
　　令和4年
　　男　50.0％
　　女　50.0％

Ａ Ａ 疾病対策課3 1 1

がん医療 大腸がん検診受診率

　　平成28年
　　男　42.8％
　　女　38.5％
　　　　↓
　　令和4年
　　男　50.0％
　　女　50.0％

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○受診率向上の有効策を見出す
ための、職域におけるがん検診
調査結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを実施
○市町村の取組みが検診受診率
にどの程度寄与するか分析結果
をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を開始

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を継続実施

○県として「受診控え」を数値
として把握してはいないが、国
のがん対策推進協議会では、年
度における傾向は今後の検討課
題としつつ、令和２年４月及び
５月のがん検診受診者数は前年
同月と比べ大幅に減少したこと
を示すなど、新型コロナウイル
ス感染症による一定程度の影響
があったものと考えている。

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○受診率向上の有効策を見出す
ための、職域におけるがん検診
調査結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを実施
○市町村の取組みが検診受診率
にどの程度寄与するか分析結果
をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を開始

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を継続実施

○県として「受診控え」を数値
として把握してはいないが、国
のがん対策推進協議会では、年
度における傾向は今後の検討課
題としつつ、令和２年４月及び
５月のがん検診受診者数は前年
同月と比べ大幅に減少したこと
を示すなど、新型コロナウイル
ス感染症による一定程度の影響
があったものと考えている。

Ａ Ａ 疾病対策課3 1 1

Ａ Ａ 疾病対策課3 1 1

がん医療 乳がん検診受診率

　　平成28年
　　　35.1％
　（※43.1％）
　　　　↓
　　令和4年
　　　50.0％

※令和元年調査から
過去2年間の受診率の
みの調査となったた
め、参考値として併
記

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○受診率向上の有効策を見出す
ための、職域におけるがん検診
調査結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを実施
○市町村の取組みが検診受診率
にどの程度寄与するか分析結果
をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を開始

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を継続実施

○県として「受診控え」を数値
として把握してはいないが、国
のがん対策推進協議会では、年
度における傾向は今後の検討課
題としつつ、令和２年４月及び
５月のがん検診受診者数は前年
同月と比べ大幅に減少したこと
を示すなど、新型コロナウイル
ス感染症による一定程度の影響
があったものと考えている。

Ａ Ａ 医療整備課3 2 3

周産期医療 県外への母体搬送数
（妊娠６か月以降）

　　平成28年
　　　143人
　　　　↓
　　令和5年
　　　 70人

〇母体・新生児搬送コーディ
ネーター事業の推進
〇母体救命コントロールセン
ター運営事業の推進

〇母体・新生児搬送コーディ
ネーター事業の推進
〇母体救命コントロールセン
ター運営事業の推進

Ａ Ａ 医療整備課3 2 4

小児医療 小児救急搬送で４回
以上の受入照会を
行った割合

　　平成27年
　　　3.4％
　　　　↓
　　令和5年
　　　2.0％

○夜間や休日に小児救急患者の
診療を行うため、複数の病院が
交代で小児救急医療体制を確保
する事業の運営費の一部を補助

○夜間や休日に小児救急患者の
診療を行うため、複数の病院が
交代で小児救急医療体制を確保
する事業の運営費の一部を補助
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
部 章 節 節（施策）

指標
（数値目標）

令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響
最新値

（令和3年3月末現在）
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

2,458 2,458 - - 2,540
人 人 人 人 人

（平成30年末）

なし

1,483 702 1,074 1,483 2,184
人 人 人 人 人

なし

56.4 55.2 53.3 56.4 60
％ ％ ％ ％ ％

（令和2年度）

Ｂ 医療人材課3 3 1

在宅医療の推進 県内の訪問看護ス
テーションに従事す
る訪問看護職員数

　　平成28年末
　　　2,133人
　　　　↓
　　令和2年末
　　　2,280人
　　　　↓
　　令和4年末
　　　2,540人

○新人合同基礎研修、指導者育
成研修(前後期)
○訪問看護ステーション体験実
習（230人）
○訪問看護師育成事業補助（9事
業所）
○訪問看護研修（130人）
○教育ステーションによる研修
（年21回）、教育ステーション
による新任職員実践トレーニン
グ（年30回）

○新人合同基礎研修、指導者育
成研修(前後期)
○訪問看護ステーション体験実
習（230人）
○訪問看護師育成事業補助（9事
業所）
○訪問看護研修（130人）
○教育ステーションによる研修
（年21回）、教育ステーション
による新任職員実践トレーニン
グ（年30回）

○訪問看護ステーション体験実
習受講者数が計画より大幅に減
少した。
〇訪問看護研修の受講者数が計
画より大幅に減少した。
〇教育ステーションによる新任
職員実践トレーニングは実施で
きなかった。 Ａ

医療人材課
（平成29～令和2年

度累計）

3 4 1

医療従事者等の
確保

臨床研修医の県内採
用数

　平成24～28年度
　　　1,311人
　　　　↓
　平成29～令和5年度
　　　2,184人

○埼玉県総合医局機構による
キャリアステージごとの医師確
保
・奨学金・研修資金の貸与（287
名）
・臨床研修医の誘導（409名）

○埼玉県総合医局機構による
キャリアステージごとの医師確
保
・奨学金・研修資金の貸与（313
名）
・臨床研修医の誘導

Ａ Ａ

医療整備課3 5 1

医療の安全の確
保

「患者さんのための
３つの宣言」実践登
録医療機関の割合

　　平成29年度
　　　53％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　60％

○県医師会との協力による、広
報及び登録勧奨に努める。

○県医師会との協力による、広
報及び登録勧奨に努める。

Ａ Ａ
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H30 R1 R2 R3 R4 R5

604 380 409 604 1,200
機関 機関 機関 機関 機関

（令和2年度末）

825 785 785 825 1,200
機関 機関 機関 機関 機関

（令和2年度末）

男 男 男 男

46.4 - 46.4 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

女 女 女 女

35.6 - 35.6 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

40.6 - 40.6 - 50.0

％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

※過去2年間の受診率

達成見込
見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

2 1 2

歯科保健対策 在宅歯科医療実施登
録機関数

　　平成28年度
　　　782機関
　　　　↓
　　令和2年度
　　1,080機関
　　　　↓
　　令和5年度
　　1,200機関

2 1 2

歯科保健対策 糖尿病と歯周病に係
る医科歯科連携協力
歯科医療機関数

　　平成28年度
　　292機関
　　　↓
　　令和5年度
　　1,200機関

○歯科保健推進事業の推進
○在宅歯科医療の推進体制の整
備
○在宅歯科診療の実施に必要な
知識や技術、高齢者に多い医科
疾患、小児在宅等に関する研修
会を実施
○研修会は、各地域に合わせた
場所・会場を選定し、回数も増
加するなど、参加しやすい環境
を準備していく
○各拠点及び支援窓口の関係者
による会議・研修会等を開催
し、情報共有を図る

○歯科保健推進事業の推進
○在宅歯科医療の推進体制の整
備
○在宅歯科診療の実施に必要な
知識や技術、高齢者に多い医科
疾患、小児在宅等に関する研修
会を実施
○各拠点及び支援窓口の関係者
による会議・研修会等を開催
し、情報共有を図る
○研修会や会議等は、集合型に
加え、ＷＥＢを活用したオンラ
イン開催など、参加しやすい環
境を準備していく。
〇ＷＥＢを活用した相談受付や
大学病院の専門家等と連携した
オンライン診療補助等の実施に
ついて検討する。

〇感染拡大及び長期化により、
居宅や施設等でのアセスメント
自粛があった。
　R3年度も同様と予想される
が、早期に介入ができるよう、
実施方法等関係者と協議を実施
する予定。

Ｂ Ａ 健康長寿課

Ｂ Ａ 健康長寿課

○歯科保健推進事業の推進
○各地域において、糖尿病と歯
周病の関連やその予防に関する
研修会を開催
○研修会は、各地域に合わせた
場所・会場を選定し、回数も増
加するなど、参加しやすい環境
を準備していく。

○歯科保健推進事業の推進
○各地域において、糖尿病と歯
周病の関連やその予防に関する
研修会を開催
○研修会は、集合型研修に加
え、ＷＥＢを活用したオンライ
ン研修の開催など、参加しやす
い環境を準備していく。
〇ＷＥＢを活用し、大学病院の
専門家等と連携したオンライン
診療補助等の実施について検討
する。

〇感染拡大及び長期化により、
ＷＥＢを活用したオンライン研
修が中心となることが予想され
る。

Ｂ Ａ 疾病対策課3 1 1

がん医療 胃がん検診受診率

　　平成28年
　　男　42.4％
　　女　32.6％
　　　　↓
　　令和4年
　　男　50.0％
　　女　50.0％

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○受診率向上の有効策を見出す
ための、職域におけるがん検診
調査結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを実施
○市町村の取組みが検診受診率
にどの程度寄与するか分析結果
をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を開始

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を継続実施

○県として「受診控え」を数値
として把握してはいないが、国
のがん対策推進協議会では、年
度における傾向は今後の検討課
題としつつ、令和２年４月及び
５月のがん検診受診者数は前年
同月と比べ大幅に減少したこと
を示すなど、新型コロナウイル
ス感染症による一定程度の影響
があったものと考えている。

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○受診率向上の有効策を見出す
ための、職域におけるがん検診
調査結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを実施
○市町村の取組みが検診受診率
にどの程度寄与するか分析結果
をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を開始

○がん検診受診促進事業（がん
検診受診者増加に応じた補助金
事業）を実施
○がん検診受診推進ｻﾎﾟｰﾀｰ及び
がん検診県民ｻﾎﾟｰﾀｰ養成
○市町村がん検診結果統一集計
のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
○がん検診受診促進宣言事業所
の登録事業を継続実施

○県として「受診控え」を数値
として把握してはいないが、国
のがん対策推進協議会では、年
度における傾向は今後の検討課
題としつつ、令和２年４月及び
５月のがん検診受診者数は前年
同月と比べ大幅に減少したこと
を示すなど、新型コロナウイル
ス感染症による一定程度の影響
があったものと考えている。

Ｂ Ａ 疾病対策課3 1 1

がん医療 子宮がん検診受診率

　　平成28年
　　　30.3％
　（※38.2％）
　　　　↓
　　令和4年
　　　50.0％

※令和元年調査から
過去2年間の受診率の
みの調査となったた
め、参考値として併
記

※参考値
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女性 男性
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※参考値

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

54.9 54.9 - - 70.0

％ ％ ％ ％ ％以上

（平成30年度）

特になし

1,070 894 1,070 - 1,800
件 件 件 件 件

（令和元年）

なし

62.0 - - - 69.0
％ ％ ％ ％ ％

（平成29年度）

1,457 1,322 1,413 1,457 1,700
人 人 人 人 人

（令和2年度）

3 1 2

脳卒中医療 急性期脳梗塞治療
（t-ＰＡ療法や血栓
回収療法）の実施件
数

　　平成28年度
　　　917件
　　　　↓
　　令和5年度
　　　1,800件

○基幹病院の拡充（30医療機関
→32医療機関）
○日本脳卒中学会の施設認定等
を踏まえた、運営要領の改正を
検討
○埼玉県脳卒中・心臓病その他
の循環器病対策推進協議会脳卒
中会における検討

○参加病院の更なる拡充
○ワーキンググループで、運営
上の諸課題を継続して検討
○日本脳卒中学会の施設認定等
を踏まえた、運営要領の改正
○埼玉県脳卒中・心臓病その他
の循環器病対策推進協議会脳卒
中会における検討

Ｂ

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データを
提供してもらう診療情報提供事
業の取組を普及・支援
○市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取組事
例を紹介し、各種取組の実施を
促進
○保険者協議会による啓発
○市町村国保への財政支援や指
導助言
○市町村のゆるキャラ等「けん
こう大使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○健康経営の推進
○「コバトン健康マイレージ」
での健診受診によるポイントの
付与
○健康長寿サポーターの養成

＊新型コロナウイルス感染症の
ため、規模縮小する可能性があ
る。

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データを
提供してもらう診療情報提供事
業の取組を普及・支援
○市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取組事
例を紹介し、各種取組の実施を
促進
○保険者協議会による啓発
○市町村国保への財政支援や指
導助言
○市町村のゆるキャラ等「けん
こう大使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○健康経営の推進
○「コバトン健康マイレージ」
での健診受診によるポイントの
付与
○健康長寿サポーターの養成

＊新型コロナウイルス感染症の
ため、規模縮小する可能性があ
る。

〇新型コロナウイルス感染症に
より、特定健診の実施を見合わ
せなくてはならない、又は感染
防止に通常の定員の半数にしな
くてはならない等の事情や、受
診者による受診控え等の理由に
より受診率が伸び悩んでいる。

Ｂ Ａ
健康長寿課
国保医療課

3 1 2

脳卒中医療 特定健康診査受診率

　　平成27年度
　　　50.9％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　70.0％

3 1 5

精神疾患医療 精神病床における入
院後３か月時点の退
院率

　　平成26年度
　　　63.0％
　　　　↓
　　令和2年度
　　　69.0%以上

○措置入院患者の入院後3月を目
安とした状況の把握及び精神保
健指定医による診察
○診察結果を受けた、迅速かつ
適切な対応の推進の強化

Ａ 医療整備課

5

精神疾患医療 かかりつけ医認知症
対応力向上研修の修
了医数

　　平成28年度
　　　1,136人
　　　　↓
　　令和2年度
　　　1,700人

認知症を早期発見し、医療・介
護が連携したサービスを提供で
きるよう「かかりつけ医認知症
対応力向上研修」を実施した
（埼玉県、さいたま市、埼玉県
医師会の共催）。
実施方法については県医師会な
どと検討の上、ＷＥＢによる開
催とした。

○措置入院患者の入院後3月を目
安とした状況の把握及び精神保
健指定医による診察
○診察結果を受けた、迅速かつ
適切な対応の推進の強化

Ｂ Ａ 疾病対策課

認知症を早期発見し、医療・介
護が連携したサービスを提供で
きるよう「かかりつけ医認知症
対応力向上研修」を実施する
（埼玉県、さいたま市、埼玉県
医師会の共催）。
実施方法については県医師会な
どと検討の上、ＷＥＢによる開
催とする。

感染防止のためＷＥＢによる開
催とした。

Ｂ Ａ 地域包括ケア課3 1
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

62 58 67 62 80
％ ％ ％ ％ ％

（令和2年）

43.2 43.6 43.2 - 39.4
分 分 分 分 分

（令和元年）

4.5 4.1 4.5 - 2.7
％ ％ ％ ％ ％

（令和元年）

80,909 81,223 90,184 80,909 118,000

件 件 件 件 件

（令和2年度）

42 39 39 42 60
隊 隊 隊 隊 隊

（令和2年度末）

2 0 2 2 10
回 回 回 回 回

（令和2年度）

3 2 1

救急医療 救急要請（覚知）か
ら救急医療機関への
搬送までに要した時
間

　　平成28年
　　　43.6分
　　　　↓
　　令和5年
　　　39.4分

○消防本部を訪問し、救急医療
情報システムの使用状況や改善
状況を確認、入力機能の強化や
表示機能の改善を行うことによ
り、救急搬送の迅速・円滑化を
促進

3 1 6

感染症対策 ＨＩＶ感染者早期発
見率

　　平成28年
　　　63％
　　　↓
　　令和4年
　　　80％

・HIV・性感染症検体検査委託
・エイズ専門相談員派遣事業
・エイズホットライン事業

・HIV・性感染症検体検査委託
・エイズ専門相談員派遣事業
・エイズホットライン事業
・エイズ治療拠点病院等連絡協
議会事業
・エイズ検査情報バナー広告依
頼の実施

エイズ治療拠点病院等連絡協議
会事業やエイズ検査情報バナー
広告依頼を実施できなかった。

Ｂ

○消防本部を訪問し、救急医療
情報システムの使用状況や改善
状況を確認、入力機能の強化や
表示機能の改善を行うことによ
り、救急搬送の迅速・円滑化を
促進
○搬送体制の見直しに合わせ
て、新たな機能を追加検討する
とともに、予算要求を行う。

Ｂ Ａ 医療整備課

Ａ 感染症対策課

○肺炎・発熱などの症状のある新
型コロナウイルス感染症疑い患者
に対応するため、疑い患者受入医
療機関を指定して、救急の円滑化
を図ったが、特に冬場には一般救
急搬送がピークを迎えたことに加
え、新型コロナウイルス感染症の
いわゆる第三波のピークと重なる
など、救急搬送に影響がでている。

○搬送困難事案受入医療機関へ
の支援

Ｂ Ａ 医療整備課3 2 1

救急医療 重症救急搬送患者の
医療機関への受入照
会が４回以上となっ
てしまう割合

　　平成28年速報値
　　　4.1％
　　　　↓
　　令和5年
　　　2.7％

○搬送困難事案受入医療機関へ
の支援

○肺炎・発熱などの症状のある
新型コロナウイルス感染症疑い
患者に対応するため、疑い患者
受入医療機関を指定して、救急
の円滑化を図ったが、特に冬場
には一般救急搬送がピークを迎
えたことに加え、新型コロナウ
イルス感染症のいわゆる第三波
のピークと重なるなど、救急搬
送に影響がでている。

3 2 2

災害時医療 埼玉ＤМＡＴのチー
ム数

　　平成28年度
　　　32隊
　　　　↓
　　令和5年度
　　　60隊以上

○埼玉ＤＭＡＴ養成研修の実施 ○埼玉ＤＭＡＴ養成研修の実施 ○令和２年度に開催予定の研修
が令和３年度に延期となった。

○感染予防の観点から受講者数
に制約を設けている。

Ｂ

○埼玉県救急電話相談を２４時
間３６５日対応で実施
○各種媒体での広報を実施

感染予防、受診控えなどによる
ものと考えられる相談件数の減
少

Ｂ Ａ 医療整備課3 2 1

救急医療 救急電話相談（大
人）の相談件数

　　平成28年度
　　33,386件
　　　　↓
　　令和5年度
　　118,000件

○埼玉県救急電話相談を２４時
間３６５日対応で実施
○各種媒体での広報を実施

Ａ 医療整備課

3 2 2

災害時医療 医療チーム等の受入
を想定した地域ごと
のコーディネート機
能の確認を行う災害
訓練の年間実施回数

　　平成28年度
　　　 0回
　　　　↓
　　令和5年度
　　　10回
（保健医療圏ごとに
　1回）

○地域災害保健医療調整会議(保
健所に設置)における地域の実情
に応じた災害時医療体制の検討
及び訓練等の実施

○地域災害保健医療調整会議(保
健所に設置)における地域の実情
に応じた災害時医療体制の検討
及び訓練等の実施

〇基幹災害拠点病院への委託に
よる実践的な訓練の実施（７か
所）

〇保健所及び医師会等を中心と
した訓練であり、Ｒ２は新型コ
ロナウイルス感染症の影響で訓
練を実施できた調整会議は２か
所であった。

〇Ｒ３も同様にコロナ対応によ
り中止となる可能性がある。 Ｂ Ａ 医療整備課
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

なし

86 86.0 86.0 86.0 100
％ ％ ％ ％ ％

（令和2年度）

86,775 118,546 133,000 86,775 140,000

件 件 件 件 件

（令和2年度）

858 803 828 858 1,075
か所 か所 か所 か所 か所

（令和2年度）

169.8 169.8 - - 全国
人 人 人 人 最下位

脱出
（平成30年末） 最下位から

２番目

187.5

人

4

小児医療 夜間や休日も小児救
急患者に対応できる
第二次救急医療圏の
割合

　　平成29年4月
　　　 86％
　　　　↓
　　令和6年4月
　　　100％

3 3 1

在宅医療の推進 訪問診療を実施する
医療機関数（在宅時
医学総合指導管理料
及び施設入居時等医
学総合指導管理料の
届出医療機関数）

　　平成28年度
　　　766か所
　　　　↓
　　令和2年度
　　　930か所
　　　　↓
　　令和5年度
　　1,075か所

○在宅医療を担う医師の養成
○地域の実情に応じた入退院
ルール作成の支援
○在宅療養支援ベッドの確保
○人生の最終段階における医
療・ケアに関する普及啓発（患
者の意思決定を支援する人材の
育成）
○事前意思表明書の作成及び普
及（県医師会）
○在宅緩和ケアに関する連携体
制の構築及び人材育成
〇在宅医療連携拠点機能強化研
修の実施
○往診・訪問診療医検索システ
ムを活用した副主治医の紹介
○ＩＣＴを活用した医療介護連
携の推進

3 2 4

小児医療 小児救急電話相談の
相談件数

　　平成28年度
　　70,759件
　　　　↓
　　令和5年度
　　140,000件

○埼玉県救急電話相談を２４時
間３６５日対応で実施
○各種媒体での広報を実施

○埼玉県救急電話相談を２４時
間３６５日対応で実施
○各種媒体での広報を実施

感染予防、受診控えなどによる
ものと考えられる相談件数の減
少

Ｂ

○小児二次救急輪番病院の当番
日がない日がある地区に対し、
全日実施に向けて保健所や地元
市、地域の医療機関との調整を
実施

○小児二次救急輪番病院の当番
日がない日がある地区に対し、
全日実施に向けて保健所や地元
市、地域の医療機関との調整を
実施

Ｂ Ａ 医療整備課3 2

○在宅医療を担う医師の養成
○地域の実情に応じた入退院
ルール作成の支援
○人生の最終段階における医
療・ケアに関する普及啓発（患
者の意思決定を支援する人材の
育成やＡＣＰ普及啓発講師人材
バンク登録制度）
○事前意思表明書の作成及び普
及（県医師会）
○在宅緩和ケアに関する連携体
制の構築及び人材育成
〇在宅医療連携拠点機能強化研
修の実施
○往診・訪問診療医検索システ
ムを活用した副主治医の紹介
○ＩＣＴを活用した医療介護連
携の推進

○目標達成に向けて、訪問診療
を実施する医療機関数を増やす
ために、在宅医療を担う医師の
養成研修を実施したが、対面形
式を予定していた一部の研修が
実施できなかった。

Ｂ Ａ 医療整備課

Ａ 医療整備課

○埼玉県総合医局機構による
キャリアステージごとの医師確
保
・奨学金・研修資金の貸与（313
名）
・臨床研修医の誘導
○後期研修医の獲得定着に向け
た取り組み
・県内後期研修の指導体制強化
を目的とした寄附講座の設置
・民間主催の臨床研修医向け合
同説明会への参加
・後期研修スタートアップセミ
ナーの開催

・県内後期研修の指導体制強化
を目的とした寄附講座の設置
→県内病院や県外大学病院に働
きかけているが、コロナの影響
もあり実施出来ていない
・民間主催の臨床研修医向け合
同説明会への参加
→コロナの影響により令和2年9
月に予定されていた説明会が中
止。代替としてオンライン説明
会に参加（10病院）
・後期研修スタートアップセミ
ナーの開催
→コロナの影響により令和2年5
月予定されていたセミナーが中
止。

Ｂ Ａ 医療人材課3 4 1

医療従事者等の
確保

県内医療施設（病
院・診療所）の医師
数（人口10万人当た
り）

　　平成28年末
　　　160.1人
　（全国最下位）
　　　　↓
　　令和2年末
　全国最下位脱出

○埼玉県総合医局機構による
キャリアステージごとの医師確
保
・奨学金・研修資金の貸与（287
名）
・臨床研修医の誘導（409名）
○後期研修医の獲得定着に向け
た取り組み
・県内後期研修の指導体制強化
を目的とした寄附講座の設置
（未設置）
・民間主催の臨床研修医向け合
同説明会への参加（10病院）
・後期研修スタートアップセミ
ナーの開催（開催中止）
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H30 R1 R2 R3 R4 R5
達成見込

見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除

18.0 18.0 - - 45.0

％ ％ ％ ％ ％

（平成30年度）

国保医療課

40.7 40.3 40.7 - 60.0
％ ％ ％ ％ ％以上

（令和元年度）

19.8 20.0 19.8 - 60.0
％ ％ ％ ％ ％以上

（令和元年度）

Ａ
健康長寿課
国保医療課

6 1

住民の健康の保
持の推進

特定保健指導の実施
率

　　平成27年度
　　　13.8％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　45.0％

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○特定保健指導利用率等の低い
市町村保険者に対する実地によ
る指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
○保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会

○市町村のゆるキャラ等「けん
こう大使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○健康経営の推進
○健康長寿サポーターの養成
＊新型コロナウイルス感染症の
ため、規模縮小する可能性があ
る。

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○特定保健指導利用率等の低い
市町村保険者に対する実地によ
る指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
○保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会○市町村
のゆるキャラ等「けんこう大
使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○健康経営の推進
○「コバトン健康マイレージ」
での健診受診によるポイントの
付与
○健康長寿サポーターの養成

〇新型コロナウイルス感染症に
より、特定健診の実施を見合わ
せなくてはならない、又は感染
防止に通常の定員の半数にしな
くてはならない等の事情や、受
診者による受診控え等の理由に
より受診率が伸び悩んでいる。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症によ
り、特定健診の実施を見合わせ
なくてはならない、又は感染防
止に通常の定員の半数にしなく
てはならない等の事情や、受診
者による受診控え等の理由によ
り受診率が下降している。

Ｂ Ａ 国保医療課6 4

国民健康保険の
運営

特定健康診査受診率
（市町村国民健康保
険実施分）

　　平成27年度
　　　38.6％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　60.0％以上

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データを
提供してもらう診療情報提供事
業の取組を普及・支援
○市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取組事
例を紹介し、各種取組の実施を
促進
○保険者協議会による啓発
○市町村国保への財政支援や指
導助言

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データを
提供してもらう診療情報提供事
業の取組を普及・支援
○市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取組事
例を紹介し、各種取組の実施を
促進
○特定健診受診率等の低い市町
村保険者に対する実地等による
指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
○市町村国保への財政支援や指
導助言

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○保険者協議会による啓発
〇保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会

新型コロナウイルス感染症に伴
う緊急事態宣言により、特定健
診の実施を見合わせなければな
らず、その後の特定保健指導が
通常期間に実施が出来ない、又
は感染防止のため通常の定員の
半数にしなければならない等の
事情や、対面実施による参加控
え等の理由により実施率が下降
している。

Ｂ Ａ 国保医療課6 4

国民健康保険の
運営

特定保健指導の実施
率
（市町村国民健康保
険実施分）

　　平成27年度
　　　16.7％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　60.0％以上

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○特定保健指導実施率等の低い
市町村保険者に対する実地によ
る指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
〇保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会
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H30 R1 R2 R3 R4 R5

24 16 2 30
2回 回 回 回 回

1,447 1,349 89 1,500
89人 人 人 人 人

（令和2年度）

79,084 81,859 79,864 79,084 142,360

人 人 人 人 人

（令和2年度末）

12.6 12.6 - - 25.0

％ ％ ％ ％ ％

（平成30年度）

部 章 節 節（施策）
指標

（数値目標）
令和２年度の取組内容 令和３年度に予定している取組 新型コロナウイルス感染症による影響

最新値
（令和3年3月末現在）

新型コロナウイルス感染症感染
拡大の影響により、活動対象の
社会福祉施設等が外部からの訪
問受け入れを全面的に取りやめ
たこと等から、施設訪問での動
物とのふれあい活動を全て中止
した。
動物指導センターにおいて、感
染防止対策を行った上で、来所
者への講座を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感
染動向を見据えつつ、感染防止
対策を十分に行うことが可能と
判断できた場合に限り、以下の
取組を実施する。
○社会福祉施設等からの求めに
応じて動物とのふれあい活動を
実施し、施設利用者のＱＯＬの
向上を図る。
○同活動を実施した施設や協力
ボランティアを通じた活動の周
知
○アニマルセラピー活動に協力
するボランティア及び動物を養
成するための講座を実施

活動対象の社会福祉施設等では、
施設内での集団感染防止対策の
ため、令和2年度当初から施設利
用者の家族を含む外部訪問を制限
しており、アニマルセラピー活動の
要望も寄せられることがなかった。
令和3年度も同様の状況であり、感
染拡大が継続する当面の間は、活
動を再開できる見込みがたってい
ない。

達成見込
見直しの
方向性

計画期間における進捗状況 目標値
（再掲）

指標のグラフ 担当課

Ｃ Ａ 生活衛生課2 2 6

動物とのふれあ
いを通じたＱО
Ｌ（生活の質）
の向上

福祉施設等でのアニ
マルセラピー活動の
活動回数と参加人数

　　平成28年度
　　23回　1,254人
　　　　↓
　　令和5年度
　　30回　1,500人

3 5 4

献血の推進 10代～30代の献血者
数

　　平成27年度
　　 97,502人
　　　　↓
　　令和2年度
　　142,360人

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○特定保健指導実施率等の低い
市町村保険者に対する実地によ
る指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
○保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会

○市町村のゆるキャラ等「けん
こう大使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○市町村国保、協会けんぽ、各
医療保険者から提供を受けた特
定健診データを解析し、地域の
健康課題に応じた対策を各保健
所、市町村で実施。
○健康経営の推進
○健康長寿サポーターの養成
＊新型コロナウイルス感染症の
ため、規模縮小する可能性があ
る。

Ｂ 薬務課

○愛の血液助け合い運動の実施
（7～8月）
○愛の血液助け合いの集いの開
催【中止】
○市町村計画献血者確保促進事
業費補助金の交付：60市町村
○献血推進ポスターコンクール
の実施（対象：中学生、応募
数：38校198点）
○各種キャンペーンの実施（新
社会人献血、はたちの献血、卒
業献血、初回献血、中高年層向
け等）
○献血体験動画の視聴機会の拡
大
○高校生献血カードの配布
○高校訪問の実施【実施見合わ
せ】
○血液に関する出前講座の開
催：1回

○愛の血液助け合い運動の実施
（7～8月）
○愛の血液助け合いの集いの開
催（8/17、埼玉会館）
○市町村計画献血者確保促進事
業費補助金の交付：62市町村
○献血推進ポスターコンクール
の実施（対象：中学生）
○各種キャンペーンの実施（新
社会人献血、はたちの献血、卒
業献血、初回献血、中高年層向
け等）
○献血体験動画の視聴機会の拡
大
○高校生献血カードの配布
○高校訪問の実施【実施見合わ
せ】
○血液に関する出前講座の開催

〇新型コロナウイルス感染症拡
大防止の観点から、８月に開催
予定であった愛の血液助け合い
の集いの開催を中止し、高校訪
問の実施を見合わせた。
〇企業等のテレワークや時差出
勤の実施や学校の休校などによ
り、企業や学校内における献血
バスの受入れ中止があった。そ
のため、血液センターでは、配
車計画を見直し、駅頭やショッ
ピングモールなどでの献血を実
施するとともに、複数回献血ク
ラブ「ラブラッド」を活用した
呼びかけを行った。

Ｃ

○生活習慣病重症化予防に取り
組む市町村保険者に対し、特別
交付金（県繰入金）による支援
を実施
○特定健診未受診者対策及び特
定保健指導利用勧奨に尽力する
市町村保険者に対し、特別交付
金（県繰入金）による支援を実
施
○特定保健指導実施率等の低い
市町村保険者に対する実地によ
る指導助言を実施
○保険者協議会による啓発
○保険者協議会による特定保健
指導実務者向け研修会○市町村
のゆるキャラ等「けんこう大
使」による啓発
○県や各保健所による市町村や
企業等への働き掛け（会議・研
修）
○健康経営の推進
○「コバトン健康マイレージ」
での健診受診によるポイントの
付与
○健康長寿サポーターの養成

〇新型コロナウイルス感染症に
より、特定健診の実施を見合わ
せなくてはならない、又は感染
防止に通常の定員の半数にしな
くてはならない等の事情や、受
診者による受診控え等の理由に
より受診率が伸び悩んでいる。
〇市町村、保健所における健康
長寿サポーター養成講座開催回
数の減少。

Ｃ Ａ
健康長寿課
国保医療課
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住民の健康の保
持の推進

メタボリックシンド
ロームの該当者及び
予備軍の平成20年度
と比べた減少率（特
定保健指導対象者の
割合の減少率）

　　平成27年度
　　　16.5％
　　　　↓
　　令和5年度
　　　25.0％
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Ｓ：計画の終期を待たず、目標を達成済
Ａ：計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み
Ｂ：進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要
Ｃ：進捗が著しく遅れており、目標達成が困難

Ａ：継続
Ｂ：目標値の修正
Ｃ：新指標の設定
Ｄ：指標の削除
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